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平成２８年 ２月 ８日
国土交通省 東北地方整備局

１ １

資料－４



■平成25年3月：支川京田川引堤完成（酒田市）

■平成26年6月：大旦川排水機場改築完成（村山市）

■平成27年2月：支川吉野川河道掘削着手（南陽市）

■平成27年11月：長島地区築堤着手（村山市）

■平成22年3月：支川須川引堤完成（山形市）

■平成23年3月：長井ダム竣工（長井市）

■平成14年8月：最上川水系浸水想定区域の指定・公表（100

年又は150年に1度発生する程度の洪水を想定）

■平成17年3月：須川鉄道橋梁架替完成（山形市）

■平成17年4月：須川地区河道掘削着手（山形市）

■平成19年2月：長井市（館町南）と天童市（寺津）でまるご

とまちごとハザードマップを最上川流域内で初めて実施

平成13年度 ■平成13年6月：水防法改正（浸水想定区域の指定・公表）

河川事業の進捗主な自然災害 河川に関する新たな取り組み年度

平成27年度

■平成27年9月：関東・東北豪雨

■平成26年4月：避難勧告等の発令に着目したタイムラインの

策定（通知）

■平成27年1月：新たなステージに対応した防災・減災のあり

方公表（最大クラスの津波想定、タイムラインの策定促進）

■平成25年7月洪水（梅雨前線）：下野（河北町）・大石田観

測所（大石田町）で戦後2位水位を記録

■平成25年10月：伊豆大島豪雨災害（台風26号）

■平成26年7月洪水（梅雨前線）：小出観測所（長井市）で戦

後4位水位を記録

■平成27年 5月：水防法一部改正（想定し得る最大規模の降

雨に対する浸水想定区域の指定・公表）

■平成27年12月：水防災意識社会再構築ビジョンの策定（家

屋倒壊危険区域等の公表、危機管理型ハード対策の推進）

平成25年度

平成26年度

■平成23年12月：「津波防災地域づくりに関する法律」制定

■平成24年7月：九州北部豪雨 ■平成24年8月：九州北部豪雨を踏まえた堤防等の緊急点検と

緊急対策（通知）

■平成23年3月：東日本大震災発生

■平成20年6月：岩手・宮城内陸地震(TEC-FORCE初出動) ■平成20年4月：TEC-FORCE創設（大規模災害時の迅速な支援

を目指して）

■平成18年10月：市街地における想定浸水深等の表示推進

（まるごとまちごとハザードマップの推進）

■平成16年7月：新潟・福島豪雨（山形県内では鮭川流域で破

堤被害発生）

■平成16年10月：新潟県中越地震

■平成14年7月洪水：村山・置賜・最上地方で洪水発生 ■平成14年11月：最上川水系河川整備計画策定

平成24年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

■平成19年7月：新潟県中越沖地震

最上川水系河川整備計画（大臣管理区間）の策定後の社会情勢等の変化
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・大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な
把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実
施することを目的として緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)が創設されました。

最近の河川整備に関する動向（１）
緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）平成20年4月25日創設

３ ３



最近の河川整備に関する動向（２）
東日本大震災を踏まえた津波対策【平成28年3月公表予定】

・山形県が平成28年3月公表に向けて作業を進めている最大クラスの津波による浸水想定・被害想定結果に基づき、
河川津波対策の検討を行います。

※山形県HPより
４ ４



最近の河川整備に関する動向（３）

・堤防の浸透に対する詳細点検や、平成24年7月九州北部豪雨災害の堤防決壊・越水被害等を受けて実施した緊急点検
等に基づき堤防の質的整備の必要な区間の選定を実施しています。

・質的整備の必要な区間は、背後地の人口・資産、重要水防箇所（被災実績等の）状況等を勘案し、必要に応じて実施
時期の見直しを行いながら対策を実施します。

矢部川堤防の決壊
物理的な高さの確保に加え、堤防の質的な高さ
（対浸透等）も重要となります。

堤防の質的整備

５ ５

平成24年7月九州豪雨災害での矢部川堤防決壊



最近の河川整備に関する動向（４）

・大規模水害に備えたタイムライン（防災行動計画）の策定により、時間経過に応じた住民・企業・自治体・政府の役
割を明確にします。

タイムラインの策定

６ ６



災害に対する脆弱性

○ 時間雨量が50mmを上回る豪雨が全国的に増加しているなど、近年、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化
○ 平成26年8月の広島ではバックビルディング現象による線状降水帯の豪雨が発生
○ 2013年11月にはフィリピンにスーパー台風が襲来 ○ 大規模な火山噴火等の発生のおそれ

既に明らかに雨の降り方が変化していること等を「新たなステージ」と捉えて

最悪の事態の想定

○最大クラスの大雨等に対して施設で守りきるのは、財政的にも、社会環境・自然環境の面からも現実的ではない。
○「比較的発生頻度の高い降雨等」に対しては、施設によって防御することを基本とするが、それを超える降雨等に対しては、ある程度の被害が
発生しても、「少なくとも命を守り、社会経済に対して壊滅的な被害が発生しない」ことを目標とし、危機感を共有して社会全体で対応するこ
とが必要である。

○ 最悪の事態も想定して、個人、企業、地方公共団体、国等が、主体的に、かつ、連携して対応することが必要であ
り、これらについての今後の検討の方向性についてとりまとめ

○「国土」が脆弱
・大都市の多くの範囲がゼロメートル地帯等
・地質が地殻変動と風化の進行等により脆い
・世界の地震(M6以上)の2割、活火山の1割が日本付近

○ 文明の進展に伴い、
⇒「都市」が脆弱に

・水害リスクの高い地域に都市機能が集中化
・地下空間の高度利用化（地下街、地下鉄等）

⇒「人」が脆弱に
・施設整備が一定程度進み、安全性を過信
・想定していない現象に対し自ら判断して対応できない

○ 地震：最大級の強さを持つ地震動を想定
・阪神・淡路大震災を踏まえ、最大クラスの地震動に対し、
機能の回復が速やかに行い得る性能を求める等の土木構造
物の耐震設計を導入

○ 津波：最大クラスの津波を想定
・東日本大震災を踏まえ、最大クラスの津波に対し、なんと
しても命を守るという考え方に基づき、まちづくりや警戒
避難体制の確立などを組み合わせた多重防御の考え方を導入

○ 洪水等：公表時未想定

○ 「行動指南型」の避難勧告に加え、「状況情報」の提供による
主体的避難の促進、広域避難体制の整備等を目指す。

①最大クラスの洪水・高潮等に関する浸水想定・ハザードマップ
作成し、様々な機会における提供を通じた災害リスクの認知度
の向上

②防災情報の時系列での提供、情報提供する区域の細分化による
状況情報の提供

③個々の市町村による避難勧告等の現在の枠組み・体制では対応
困難な大規模水害等に対し、国、地方公共団体、公益事業者等
が連携した、広域避難、救助等に関するタイムライン（時系列
の行動計画）の策定等

命を守る

○ 最悪の事態を想定・共有し、国、地方公共団体、公益事業者、
企業等が主体的かつ、連携して対応する体制の整備を目指す。

①最大クラスの洪水・高潮等が最悪の条件下で発生した場合の社
会全体の被害を想定し、共有

②応急活動、復旧・復興のための防災関係機関、公益事業者の業
務継続計画作成を支援

③被害軽減・早期の業務再開のため、水害も対象とした企業のＢ
ＣＰの作成を支援

④国、地方公共団体、公益事業者等が連携して対応する体制の整
備と関係者一体型タイムラインの策定

⑤TEC-FORCEによる市町村の支援体制の強化等

社会経済の壊滅的な被害を回避する

最近の河川整備に関する動向（５）
新たなステージに対応した防災・減災のあり方【平成27年1月20日公表】

７ ７



最近の河川整備に関する動向（６）

・平成27年の水防法の改正により、多発する浸水被害への対応を図るため、ハード・ソフト両面及び官民連携による浸
水対策を推進します。

水防法の一部改正【平成27年5月20日公布】

８ ８



最近の河川整備に関する動向（７）

９

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

９



最近の河川整備に関する動向（７）

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

10 10



最近の河川整備に関する動向（７）

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

11 11

「洪水を安全に流すためのハード対策」



最近の河川整備に関する動向（７）

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

12 12

「洪水を安全に流すためのハード対策」



最近の河川整備に関する動向（７）

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

13 13

「危機管理型ハード対策」



最近の河川整備に関する動向（７）

水防災意識社会 再構築ビジョン【平成27年12月10日答申】

14 14

「危機管理型ハード対策」


